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[論文要旨l
裁判員制度の施行以降.控訴制度との関係においては.被告人に裁判員裁判を拒否する権利が
保障されていない以上，裁判体の構成について，第一審は職業裁判官と市民裁判官の混成.第二
審は職業裁判官のみ，という形式の手続が，確実に生じることとなった。控訴審が審査すべき事
実問題は，市民裁判官を含む裁判体が判断した事実に関する問題となったため.議論はより複雑
なものとなったように思われる。市民裁判官を含む裁判体が下した判決色職業裁判官のみで審
査，場合によっては覆すことの正当性， という観点が追加されたためである。そこで必然的に問
題となることの一つに.控訴審における新証拠の採用を如何に制限すべきか.が考えられる。
本稿においては，審級構造に類似性が認められるイギリスの制度設計を概観し比較すべき点
を抽出する。その上で.日英ともに，規定上は可能であるところの，新証拠の採用につき.その
範囲をどのように制限するべきか，制限基準は何か.あるいは制限すべきではないのかといった
ことについて，考察するo
[キー ワー ド] 新証拠の許容範囲.裁判員裁判の尊重.イギリスの上訴制度，誤判救済.
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はしがき
裁判員制度の施行以降.その制度が適用された事案が注目され.様々な判決が下されてきた。
特に控訴制度との関係においては.被告人に裁判員裁判を拒否する権利が保障されていない以
上.裁判体の構成について 第一審は職業裁判官と市民裁判官 lの混成.第二審は職業裁判官の
み.という形式の手続が.確実に生じることとなる。従ってそのような手続の場合における控
訴審の在り方が，裁判貝制度の施行前から検討されており現在もなお，正に検討中と言って
差し支えないであろう。
この議論において特に問題となっているのは.事実誤認または量刑不当を理由とする控訴の審
査方法であると思われる九それについて考察する際には.主に.控訴審の構造を建前通り事後
審化することが望ましいとか.それに伴って審査方法についてはいわゆる論理則・経験則違反説
l 本稿においては.裁判員制度の他に.旧制度における陪審制度，及びイギリスにおける陪審制度にも若干言及
するため.それに関して総称が必要なときはこの表現を用いる。
2 例えば.宮城啓子「裁判員制度の導入と上訴」現代刑事法32号 (2∞l年)57頁以下，後藤昭「裁判員制度に
伴う上訴の構想J一橋法学2巻l号 (2∞3年)31'f以ド.加藤克伎「裁判員制度における判決と上訴の構想」
刑法雑誌43巻3号 (2∞4年)451頁以下.中川孝博「裁判員制度のもとにおける控訴審のあり方」季刊刑事
弁護43号 (2ω5年)60貨以下.杉森研二「裁判員制度導入後の控訴審J三井誠他編『鈴木茂嗣先生古稀祝賀
論文集[下巻]J(成文堂， 2∞7年)741頁以下等.この点に関する考察は多い。
3 従って，以下の論述において特に断りのない場合.控訴理由はこのいずれかを想定している。本稿においては
特に事実誤認を理闘とする場合を重視する。
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を採用すべきであるという提案が散見される。こういった議論が生じることは，現在の制度にお
いて.第一審の事実認定を修正する機能を，控訴審がほぼ一身に担っているため.無理からぬこ
とと言わなければならないであろう。しかしながら，続審化したと郷撤されてきた現在の運用を.
立法時に指向したような事後審に近づけようとするのであれば.必然的に問題となることの一つ
に，控訴審における新証拠の採用を如何に制限すべきか.が考えられる。
裁判員制度施行前においても，控訴審における新証拠の採用範囲については.諸説論じられて
きたところであり，この問題はいわゆる控訴審構造論と密接な関連があるとされてきた。然るに，
裁判員制度の施行によって，控訴審が審査すべき事実問題は.市民裁判官を含む裁判体が判断し
た事実に関する問題となったため.議論はより複雑なものとなったように思われる。市民裁判官
を含む裁判体が下した判決を 職業裁判官のみで審査.場合によっては覆すことの正当性，とい
う観点が追加されたためである。従って，この新たなシステムの機能，効果等を加味した上で，
控訴審における新証拠の許容範囲を考察しなければならないと思われる。
特に，事実認定の誤りは菟罪と直結する可能性も高く.かつ.その誤りを修正する機能は，前
述のように控訴審が担っている場合が大半であるため.この点の解明は急務であろう。無論.い
わゆる「事後審化jが推し進められれば.理論上は差戻し原則が徹底されることになるであろう
から，事実認定の修正は.手続全体を通して第一審が担うことになると思われる。しかしながら，
かつて，事実認定 4は可能な限り第一審で行うように運用するという方向での提案もあったもの
の 5 結局は.昭和23年立法時の検討を経て，控訴審がその修正を行うことも可能となり.昭
和28年改正及びその後の解釈等によって，控訴審にはその役割も課されるのが当然とされるこ
とになったと言っても過言ではない。そして 裁判員制度の導入に際しでも.控訴審に閲する条
文が改正されることはなかったのである。それゆえ.一定の条件下で，控訴審の段階で新証拠を
提出することは，条文上許容可能である。
このような状況下で，控訴審における新証拠の許容範囲を考察するに当たって.本稿において
は.イギリス法の制度を参考に検討を試みる九正式起訴(indictment)によって，刑事事件が
第一審である刑事法院 (CrownCourt)に係属し，そこでの陪審有罪評決に対して控訴院 (Court
of AppeaJ)に上訴が提起される場合，①第一審に市民裁判官が参加し.第二審には参加しない
という点で，裁判体の構成が類似すること.②その場合にも第二審において新証拠 (freshevi-
dence)の採用が可能であることから 7 現在の日本法の解釈に 何らかの示唆が得られるので
はないかと考えるためである。
4 ここでいう事実認定は.1闘聞か2回目以降かを問わない。
5 旧刑事訴訟法における控訴廃止論との関係で.小野清一郎「審級制度と上訴の限界」法学協会雑誌54巻2号
(1936年)205頁以下参照。
6 本稿において「イギリス」とは.イングランド及びウエールズを対象とする。
7 後述のように.一連のCriminalAppeal Actは.控訴院における新証拠の採用を広範に認めることができるよ
うに規定されている。
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そのため，以下の論述においては，まず，控訴審における新証拠の許容範囲について.従来の
手続を対象とした日本の学説を概観する。次に，現行制度を踏まえた上での考察を分析し問題
点とされていることを列挙する。そして.イギリスの制度設計を概観し.日英の類似点及び相違
点，比較すべき点を抽出する。また，第一審に市民裁判官が参加することの意義が.日英では異
なると思われるため，その点について若干の比較も試みる。その上で，日英ともに.条文上は可
能であるところの，新証拠の採用につき，その範囲をどのように制限するべきか.制限基準は何
か.あるいは制限すべきではないのかといったことについて.考察する。
日本の控訴審における新証拠の許容範囲
従来.控訴審における新証拠の許容範囲については，諸説論じられてきたところである。特に，
対象となる条文及び資料について，新証拠 8の取り扱いに関して規定したものであると考え得る
条文は，第一審判決後に生じることを前提とする事項を規定したお3条と.第一審に現れなかっ
た証拠の取り扱いに関して規定した382条の2.そして事実の取調べについて規定した393条の
l項及び2項であると思われる。ゆえに.控訴審における新証拠の取り扱いについては.主に
393条l項及ぴ2項の解釈が問題となるのである。さらに突き詰めれば.393条l項但書は.r382 
条の2の疎明があったもの」について.条件付ではあるが義務的な取調べを課しているし.2項
は裁量的ではあるが.r第一審判決後の刑の量定に影響を及ぼすべき情状」を取調べの対象とし
ている。従って，新証拠の許容範囲について解釈を必要とするのは.393条l項本文の「必要が
あるときは一一(中略)一一事実の取調をすることができる」という部分であると考えられるの
である。
(ー)従来の学説
このような.柔軟性の高い条文の解釈によって.新証拠をどの程度許容するかについては.あ
る程度立法によって規定されることとなった昭和28年改正の前後を問わず，多くの学説が主張
されてきた 9。本項では.控訴審における事実の取調べについて.新証拠がどのような範囲で採
8 ["新証拠」が表す基本的な内容は， ["第一審に提出されなかった証拠」であることが前提となる。そのような性
質の証拠はさらに.①既に発見されており.証拠調べの請求をしたが却下されたもの，②既に発見はされてい
たが.証拠調べの請求をしなかったもの(できなかったものを含む)，③第一審判決時までに発見されていな
かったもの.に区別されるように思われる。そこで，本稿においては「控訴審において初めて提出されたもの
であるか否か」を「新証拠であるかそうでないか」の判断基準としたい。
9 光藤景殴『口述刑事訴訟法下J(成文堂.2'∞5年)42頁以下.寺尾正二「事実の取調べ」熊谷弘・佐キ木史朗・
松尾i告也・田宮裕編『公判法大系列IV一第四編上訴J(日本評論社， 1975年)206頁以下.小林充「刑事控
訴審における事実の取調べJ芝原邦爾・商問典之・井上正仁編集『松尾治協先生古稀祝賀論文集ー下巻J(有
斐閣， 1998年)598頁以下.中野次雄『刑事法と裁判の諸問題J(成文堂， 1987年)221頁以下.野間櫨ニ『刑
事訴訟における現代的課題J(判例タイムズ社， 1伺4年)78頁以下.平良木登規男『刑事控訴審J(成文堂.
1990年)105頁以下など.概ね6説に分類される。以下の分類方法については，光藤景鮫『口述刑事訴訟法下J
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用されるべきであるとされてきたかについて.諸学説を概観する。
(1)許容範囲が比較的厳格な説
第一説は，刑訴法の条文上，明確に控訴審における新たな資料の考慮を認めた383条， 393条
l項但書.同条2項を端的に「例外的な取り扱い」と見なし.それらに該当しなければ.第一審
において取り調べられた証拠.及び第一審で請求したが却下された証拠に限り.取調べができる
とする説である 10。従って この場合， 393条l項本文の解釈によって許容される新証拠は「第
一審で請求したが却下された証拠」ということになると考えられる。
第一説の解釈は.いわゆる控訴審構造論における厳格事後審説.または端的な文理解釈にその
根拠を置いているものと思われる。前者は「事後審査が原裁判所の立場に立って行われるもので
ある以上.その資料も原裁判所のそれーーすなわち原裁判所で取り調べた証拠および弁論終結前
に取調を請求した証拠ーーと閉じものでなければならないりという考え方であり.後者は，お
そらく， 392条l項の「控訴趣意書に包含された事項」の内容として，原則は381条及び382条
の「訴訟記録及び原裁判所において取り調べた証拠に現れている事実」であり， 393条l項本文
による事実の取調べにおいても それ以外の例外的なものを取り扱うわけにはいかないという解
釈であろう。また.これらの見解は.証拠を可能な限り第一審に提出し.審理を第一審に集中さ
せるためという，一種の立法趣旨とも言える「第一審集中主義」という政策的理由も根拠となっ
ている 12。
第二説は，第一説に加えて.第一審裁判所が審理の経過に照らし職権で取り調べるべきであっ
たと認められる証拠(あるいは取り調べるのが相当であった証拠)も，控訴審で取り調べ得ると
する説である 13。この場合， i第一審で取り調べるのが相当であったと認められる証拠」も.採
用可能な新証拠となる。
この説においても.新証拠の許容範囲の根拠は，控訴審が事後審であるということと.第一審
を重視するべきであることが挙げられているものと思われる 140但し「原判決時を基準とし原審
の立場において審査する」ということの意味色厳格事後審説よりも広く解釈することによって.
第一審に提出する可能性があったもの.かつ.提出が妥当であったものが存在するならば，それ
をも考慮できると考えるものであろう。
第三説は.第二説と問機，第一説を基本としつつ，さらに，第一審で取り調べられていなくて
も第一審の記録または証拠に存在が現れている証拠であれば.控訴審で取り調べ得るとする説で
(成文堂， 2∞5年)42頁以下参照。
10 団藤重光『新刑事訴訟法綱要七訂版J(創文社， 1967年)530頁以下.平野砲一『刑事訴訟法J(有斐悶 1958
年)316頁以下.高田卓爾『刑事訴訟法〔二訂版)J(青林書院， 1984年)530頁以下など。
1 聞藤・前掲法10，519頁。
12 団旗・前掲注10，531頁，平野・前掲注10，318頁。
13 小林・前掲注9，610頁以下。
14 小林・前掲注9，596頁。
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ある。この場合，第一審の記録あるいは証拠にその存在が現れている証拠ならば許容する 150r第
一審の記録あるいは証拠にその存在が現れている証拠」が追加される 160
解釈としては.r原判決時を基準とし原審の立場において審査する」ということについて.第
二説と同様であるものの，第二説とは違って.それとは別に証拠の範囲に関する基準をさらに設
けることは.規定上特にしていないと考え得るであろう。第一審の記録あるいは証拠にその存在
が現れている証拠が許容される根拠は.控訴審を事後審としつつも，実体的真実の発見を建前と
していることであり，ぞれによって，新証拠の取調べを許容する解釈をしているものとされ
る 170
(2)許容範囲が比較的緩やかな説
第四説は.ここまでと異なり.393条1項本文の解釈を更に分割して考える。ぞれは.当事者
の請求による場合は第一説ないし第三説の言うような制限に服するが，職権による場合にはこの
ような制限はなく，新証拠を取り調べ得るとするものである 180条文上想定されている「請求に
よる場合Jと「職権による場合」を区別しそれぞれに異なる制限となっている。この場合，制
限が生じるのは当事者の請求による事実の取り調べの場合のみであり，その範囲は前述のいずれ
かということになるとされている。職権による場合の制限は非常に緩やかである。
ここで393条l項本文によって.職権で取り調べ得る新証拠として考え得るとされるのは，第
一説から第三説までの証拠に加え.r第一審の記録に現れていない証拠」である。そして，当事
者の請求による場合には.第一説ないし第三説いずれかの制限に服することとする 190
基準として考えられているのは.r少なくとも第一審判決前に存在したであろう証拠であるか
否か」というものであると思われる。そのように解釈する理由として挙げられているのは.ここ
でも「真実の発見を建前としている刊ことである。この解釈を基礎とした上で，第四説は当事
者の請求による場合と職権による場合とを区別し.当事者の請求による場合には新証拠の許容範
囲を狭く解する。その根拠は.当事者が控訴趣意書における主張を裏付けするための事実及び証
拠に制限があること.とされている 210すなわち，当事者による請求は.原則として控訴理由の
申立を根拠付け得る範囲でのみ許容されるのである。
15 田中政義「控訴審における事実の取調についてJ判例タイムズ7号(判例タイムズ社.19叩年)16頁以下。
但し第三説の考え方と思しき部分は当事者の請求し得る範囲に関してであり.田中説自体は，厳密には第四
説に近し、。
16 田中・前掲注15.17頁。 381条及び382条などの規定を根拠として.r記録あるいは証拠にその存在が現れて
いるJという制限がかかるものとされる。
17 回中・前掲注15.19頁。
18 谷口正孝「刑事控訴審の問題点」判例タイムズ201号 (1967年)281頁以下.野間・前掲注9.101貰以下。
19 谷口・前掲注18.281買.問中・前掲注15.17頁以下.野間・前掲注9.104頁以下.平良木・前掲注9.
105頁。
20 田中・前掲注目.18真。
21 野間・前掲i主9.104頁以下。
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第五説は，請求によると職権によるとを問わず.393条 l項本文の場合において自由に新しい
証拠の取調べが許されるとする説である。この場合.第一説から第四説までに拡張された全ての
範囲の証拠が，採用可能である 220
第五説の解釈を説明するのによく用いられるのは，いわゆる続審接木説である。この説は，控
訴審の構造を「事後審的な基本構造の上に，部分的な繕繍審が接木される」ものであると考え
るお。その続審化の契機となるのが.393条l項本文による事実の取調べであるとする。従って，
この点において控訴審が部分的に続審化する以上，その事実の取調べにおいて許容される証拠に
制限を設けるべきではないとされる 240 また.判断の基準時を控訴審判決時とする事後審説にお
いても，このことは主張される。事後審における審判対象に「第一審の判断過程」を含まず. I第
一審の判決そのものだけ」とすることによって.控訴審をいわゆる広義の事後審と解し.それま
で例外とされてきたものも含めた新証拠の許容は控訴審の事後審性を損なうものではないと説明
されるのである。さらに.393条l項は.全文を以て事後審の例外となる規定であると解する説
も主張される。この場合第一審判決の当否を判断するために必要であると控訴審が認める限り.
事実の取調べができると解するお。
第六説は.被告人に有利な証拠については第五説により，不利な証拠については第一説による
とする説であるお。
この場合，説明の仕方として新証拠の許容範囲自体は第五説及び第一説に譲り.393条 l項本
文の解釈として片面的構成をとる理由を述べる見解が.まず一つある。その理由として挙げられ
ているものは. I必要があるときは」という文言の解釈.または再審事由を控訴理由としている
381条 l号の趣旨である。前者は.必要性の要件を利益衡量的考察の枠としての役割を持つ概念
と捉え.新証拠の価値及び重要性のみにとどまらず.控訴審で取り調べることの相当性.被告人
の諸利益ないし諸権利等も検討した上で.被告人に不利益な新証拠の許容は制限される方向で事
実の取調べの限界を画定するのが妥当であるとする九そして後者は，再審事由を控訴理由と認
めることの趣旨を，原則として新たな資料の取調べは被告人に有利な方向でのみ許されるという
ことに求めることにより.被告人に不利益な新証拠の許容を制限するのであるお。
n 小野清一郎「新刑訴における控訴審の構造」刑法雑誌l巻3・4号 (1950年)396頁以下，平場安治『改訂刑
事訴訟法講義J(有斐閑.1954年)5倒頁以下.斎藤朔郎『刑事訴訟論集J(有斐閑.1965年)1凹頁以下.中
野次雄「刑事控訴審における若干の問題」岩田誠先生傘欝祝賀記念論集刊行会編『岩田誠先生傘祷祝賀刑事
裁判の諸問題J(判例タイムズ社.1982年)339頁以下.横川敏雄 f刑事控訴審の実際J(日本評論社.1978年)
15頁以下。
幻小野・前掲注2.392頁。
24 小野・前掲注2.397頁以下。
25 斎藤・前掲注2.110頁以下。
26 小田中聴樹『刑事訴訟と人権の理論J(成文堂.1983年)390頁以下.井戸田侃『刑事手続構造論の展開J(有
斐間.1982年)252頁以下。
'z7小田中・前掲注26.393頁以下。
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今一つの見解は，新証拠の採用範囲の基準から控訴審構造論を取り除く ζ とによって.第五説
の理由付けを新たにした上で，片面的構成の説明を行うものである。すなわち.控訴審の構造を
前提とせず，事実の取調べに関する解釈については主として上訴の目的を用いて行うことにな
る。ここにおける上訴の目的には.特に「被告人の救済」が挙げられており.これを解釈の原則
として片面的構成を肯定するものと考えられるお。
以上.控訴審において提出が可能な新証拠，及び提出が可能な理由について，主要な学説を概
観してきたが.概ね.①控訴審構造論.②第一審集中主義.③実体的真実の発見，④各条文の関
係，⑤上訴の目的という観点から.解釈が行われてきたものと思われる。ここに，第一審が裁判
員裁判になったことを加味しどのような解釈が行われているのか.次項において分析を試みる。
(二)裁判員制度を前提とした議論
前述のように，裁判員制度の施行前から.控訴審の在り方に関する考察は活発で、あった。特に，
控訴に関連する条文に改正がなかったため，従来の条文に則って，どのような運用がなされるべ
きかという問題は.非常に解決が困難とされてきたように見受けられる。また，裁判員制度の設
計から日が浅い事もあり.多くの議論は「第一審が裁判員裁判であるという土台から控訴制度全
体を眺め，問題となるであろう論点に言及する」という考察であると思われる。いわば「裁判員
制度というフィルタ一越しに控訴制度を見るJ観点であろう。本項では，そのような識論におい
て.控訴審における新証拠の許容範囲が.どのように取り扱われてきたか.従来の議論とは異な
るものであるかどうかについて.分析を試みる。そこから新証拠の採用に関する論点を抽出し，
①どの範囲に制限されるべきとされているか，②範囲画定基準として採用可能な候補には何が挙
げられているか.③どのような観点から解釈しようとしているのかに焦点を当てる。先行研究が
作り上げてきた土台を「新証拠の許容範囲という論点からのぞき見る」形になるため，これまで
担上に載せられてきた全ての論点に触れることはできないことを，予め付言しておかなくてはな
らないであろう。
まずは①について.裁判員制度を前提とした控訴審において採用可能な新証拠の範囲に関し
て.直裁に指摘する見解は極めて少ないが.端的な分類としては. (A)広範な採用を可能とす
る説(以下.A説)と. (8)今までよりも格段に制限すべきとする説(以下.B説)が挙げら
れる。
28 鈴木茂嗣『続・刑事訴訟の基本構造一下巻J(成文堂.1997年)631頁以下。但し.この鋭は第六説に分類さ
れることが多いように見受けられるものの.ここからさらに.被告人に有利な証拠を当事者の簡求による場合
と職権による場合とで分ける(第五説ではなく第四説に近い)ため.厳密には第六説よりもわずかに採用範囲
が狭い。
m 井戸田・前掲注26.252頁以ド。
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A説は.393条l項本文について，従来の解釈を変更する必要はないと考える泊。ここでの「従
来の解釈」は.判例のいわゆる無制限説または修正無制限説とされる 31。学説では，第四説ない
し第五説に相当すると考えられる 32。従って，裁判所が必要と認める限り.新証拠の許容範囲に.
特段の制限は設けないこととなる。但し.後述する②の点について，裁判所の必要性判断のハー
ドルを上げるべきと主張するため.そもそも新証拠を採用するか否かの判断が.これまでより厳
格になるものと考えられる。
B説は，少なくとも裁判員が触れる時聞がなかった情報については，新たに裁判官のみが判断
材料として使用することは出来ないという趣旨であると思われるお。例えば，公判前整理手続に
おいて請求されなかった証拠を.控訴審の段階で取り上げることはできないのではないかという
示唆もある汽但し.この場合でも，例外として.裁判員裁判において証拠調べが行われること
が適切でないタイプの資料(例えば，読むのが負担となるような書証等)は.採用もやむなしと
考え得るとされるお。
実際の許容範囲に関する①の観点からは，従来同様，制限が厳しい解釈と緩やかな解釈の2つ
が存在するように見受けられるものの.②の新証拠の許容範囲を確定する基準について概観する
と.概ね従来よりも制限する見解であることがうかがわれる。この基準のための考慮事項となり
得るとされるのは. (ア)第一審集中主義の強化矢(イ)事後審の徹底 37 (ウ)第一審で取り
調べられるべきであったことが明白かどうか吟(エ)裁判員制度の円滑な運用 39. (オ)真実発
見の可能性 40 (カ)事実審としての控訴審の意義及び役割 41 (キ)公判前整理手続との整合
性 42 等が挙げられる。これらは. (カ)を除いて.従来よりも新証拠の許容範囲を縮小するよ
30 つばさ会「裁判員制度の下における控訴審の在り方について」判例タイムズ1288号 (2α)9年)11頁以下。
31 大多数の学説問機.判例も控訴審が事後審であるという立場を崩すことはないが，それを理由に新旋拠の許容
範囲を狭く解釈するのではなく.事後審概念を緩やかに解釈することによって.同時に新証拠の許容範囲も広
〈解釈するようになったと思われる判例として.最高裁昭和59年9月20日決定(刑集38巻9号2810頁)が
ある。この判例は.393条l項本文の解釈として.r原判決以前に存在した事実」に関するものである限りで.
「第一審で取調ないし取調請求されていない新たな証拠」については，但書の要件を欠く場合でも.裁判所が
必要と認める限り裁量で取り調べることが可能であると述べている。
32 当該判決に関わった谷口正孝裁判官は第四説を主張されるが.それが裁判所の統一的な見解であるかどうか
は.現時点では判断できなし‘。
33 大阪高等裁判所階席会「裁判員制度の下における控訴審の在り方2J判例タイムズ1272号(2∞g年)57頁以下o
M 杉森・前掲注2.753頁以下。
35 杉森・前掲注2.754頁。
36 宮城・前掲i主2.60頁。
37 加藤・前掲注2.461貰以下。
38 つばさ会・前掲注30.12頁。前述の「必要性」に関する判断の.具体的な内容であると考えられる。
39 大阪高等裁判所階席会・前掲注3.57頁。
40 大阪高等裁判所階席会・前掲注3.58頁。
41 大阪高等裁判所階席会「裁判員制度の下における控訴審の在り方3J判例タイムズ1273号 (2αl8年)105頁
以下。
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うに思われる。(ア)及び(イ)については.これまでも証拠制限の根拠とされてきたことが.
さらに強力に意識されるようになったということである。(ウ)及び(オ)は，新証拠を採用す
るための要件とも考えられる。そして. (エ)及び(キ)は.裁判員制度の施行による要請であ
ろう。
では，新証拠の許容範囲とその基準は.どのような観点から解釈されるべきとされているのか
という③に関する問題だが.これは「裁判員裁判の尊重J.i事後審の定義J.i控訴審の役割」に
集約されるように思われる。このうち.前述した従来の観点とは異なる.新たな観点は.i裁判
員裁判の尊重」であろう。
(三)小括
以上.従来の学説及び現在の考察を概観したが，新たに追加された「裁判員裁判の尊重Jとい
う観点が.新証拠の許容範囲にどのように影響するかについては，概ね制限される方向性が強調
されているように見受けられる。但し.制限のかかり方は一様ではない。これによって.従来の
議論における事後審としての運用であるとか.第一審集中主義が強化されたと見ることもできそ
うではあるが 43 そういった程度問題とは全く別で.新証拠の許容範囲を考察する前に，越える
べきハードル(つまり「控訴審による事実認定の修正を許すか」という問題)が追加されたと考
えることもできそうである。前者の場合 従来の議論に「裁判員裁判の尊重」という観点を追加
し.それがどの程度優先されるか，それによって新証拠の許容範囲がどの程度制限されるかを考
察することになると思われるが.{走者の場合，新証拠の許容範囲が条文によって画定されている
ものを除き，それ以外の追加を許さないことも想定可能であり.その場合，従来の識論はそもそ
も生じない可能性もある。極端な話，立法論にもなり得るであろう。そうかと思えば.iそのハー
ドルを越えられるJとすれば従来の議論をそのまま当てはめられる可能性もあるように思われ
る44。従って.市民裁判官が第一審に参加した場合に，その判断を職業裁判官のみで審査するこ
との正当性という観点が.現行の条文をどのように解釈すべきかにとって重要な問題であると考
えられる。この観点は，前述のように，第一審集中主義や事後審の内容に関する議論とも密接に
関連しており.現段階では，個別に考察すること自体が困難とも思われる。また，旧刑事訴訟法
における陪審制度では.そもそも陪審裁判に対する控訴が禁じられていたため.この点に関する
考察の参考となる検討，事例等が十分とは言いがたい。
そこで，次項では，第一審に市民裁判官が参加しその控訴審における職業裁判官のみの審理
42 杉森・前掲注2.753頁以下。
43 現行法に関する分析においては.このように考察する傾向が強いように恩われる。
44 具体的には.例えば，裁判員裁判を控訴審が覆すことに正当性が認められると考えるとか，新証拠も含めて原
審に差し戻すとか.そういったことが考えられる。その場合.少なくとも「控訴審における新証拠の許容範囲」
について.新たな制限理由を追加する必要はないように恩われるため，従来の議論の延長線上で論じることが
できるのではないだろうか。この点については.宮城・前掲注2.60頁に若干の示唆があるように恩われる。
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において.新証拠の採用が想定されているイギリス法を概観し，制度設計の比較を試みる。
ニ イギリスの上訴制度
イギリスにおいて.正式起訴に基づく有罪判決.正式起訴に基づく有罪判決後の量刑.及び量
刑のために刑事法院に公判付託決定が行われたあと採用された量刑に対する上訴は.全て控訴院
刑事部 CCriminalDivision of the Court of Appeal)で取り扱われるべ
そもそも.1907年までは，正式起訴に基づき有罪となった者には基本的に上訴権がなかったが.
1907年刑事上訴法 CCriminalAppeal Act 1907)舗によって.刑事上訴裁判所 (Courtof Crimi-
nal Appeal)が創設された。そこでは事実問題.または法律問題と事実問題が混在する理由に基
づいた，有罪判決に対する上訴.及び上訴人が.例え適法であっても厳しすぎると主張する量刑
に対する上訴の審理が可能であった。その後，刑事上訴裁判所は.1966年刑事上訴法によって
廃止され.その管轄は控訴院刑事部に引き継がれた。控訴院の管轄，権限.及び手続は.1968 
年刑事上訴法及び刑事手続規則 (CriminalProcedure Rules) 65-73条によって統制される。
(ー)上訴権
正式起訴によって有罪となった者は.その有罪判決に対して控訴院に上訴することができる
(CAA s1(1))。上訴の許可(Jeave)は，控訴院が行う。但し，刑事法院の事実審裁判官が.当
該事業は上訴に適するという確認 (certificate)をしたなら，わざわざ控訴院に許可を求めるま
でもない (CAAs1(2))。この確認は，①事実問題，②事実問題と法律問題の混成.または③純
粋な法律問題に関する理由の.どれが根拠であっても可能である。刑事法院の確認以外の場合は
全て.控訴院の許可が必要となる。基本的には，この控訴院による許可が.上訴を許すか否かの
フィルターとして機能する。この場合に 第一審における有罪答弁の有無によって手続や要件が
区別されることはない。但し.被告人が有罪答弁を行ったことが記録されている場合には，そう
するように圧力がかかったとか，評決後の手続の理解が不十分であったというような，事実上有
罪答弁が無効となるような理由が求められると解釈されている。
また.正式起訴に基づいて有罪となった者は.それによって科されたいかなる量刑に対しでも
控訴院に上訴できる (CAAs9)0 r量刑」は.r被告人の処遇に関して，裁判所によって下され
たあらゆる命令」を含む (CAAs50)。それゆえ.被告人は，刑罰だけではなく.条件付免責，
入院命令.強制送還の勧告など，刑罰ではない命令に対しでも上訴することが可能である。量刑
45 John Sprack. A Practical Attroach ωCriminal Procedure (14th ed. 2012) at 470.以下，本項においては.特
に断りのない限り.イギリス法に関する論述はSprackを要約したものである。また.刑事上訴法は上訴全般
に関する規定であるため.差し当たり“Appeal"は「上訴」と訳出する。
46 以下の論述において.Criminal Appeal Act l;t CAAと略称する。また.特に西暦を表記しない場合.その内
容は現行制度の基礎となっている 1968年のものである。
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に対する上訴の申立ては，有罪判決に対する上訴と同様.控訴院の許可を要する (CAA
sl1(1))。許可を得るための手続も同様である。
(ニ)有罪判決に対する上訴
1968年刑事上訴法においては，控訴院が上訴を認める根拠として，①事件のあらゆる状況の
もと有罪判決が誤っているあるいは不満足である (unsafeor unsatisfactory)ことを理由に.破
棄されるべきと考えるとき，②法律問題に関する誤った判断を理由に，事実審裁判所の裁判が破
棄されるべきであると考えるとき.③事実審裁判所における公判手続において判決に影響を及ぼ
す違法があったと考えるとき，が列挙されていた (CAAs2(1))。これらに当てはまると判断さ
れた場合には原判決が破棄され，それ以外の場合には上訴棄却となった。しかしながら.これら
の理由は実務よその境目が嘘昧であったため.1995年刑事上訴法により.上訴を認めるか否か
の判断については.r有罪判決が誤っている (unsafe)と考える場合には上訴を認める」という
基準のみになり，それ以外の場合には上訴が棄却されることとなった (CAAl995s2(1)。
控訴院が.有罪判決を誤りであると判断した場合.原判決は破棄される。このとき.控訴院が
上訴人の再公判 (retri剖)を命令しない限り 有罪判決破棄の効果は.刑事法院が有罪判決を無
罪判決に書き換えることであり，上訴人は陪審が彼を無罪としたものとして扱われる (CAA
s2(3)。従って.この時点で一事不再理効も生じると解される。
また.1988年刑事司法法 (CriminalJustice Act 1988)によれば.上訴が許された場合はいつ
でも，控訴院裁判官が司法の利益があると考慮するならば.再公判を命じることができる。その
場合.新たに正式起訴が行われ，公判開始まで上訴人の身柄を勾留するか釈放するかは，控訴院
が判断する。再公判においては 量刑について 不利益変更が禁止される。
(三)量刑に対する上訴
最刑に対する上訴について.控訴院は上訴の内容となるあらゆる最刑を，適当と思われる内容
に差し替える権限を有する。その場合.刑事法院と同等の量刑判断が可能だが.不利益変更は許
されない (CAAsl1(3) 47。但し，量刑の内容をどのように差し替えるかについては.特に規定
が設けられていなし、。実務上は.①刑事法院の量刑が法的に科すことを許された範囲を逸脱して
いる場合.②科されるべき量刑の種類が間違っている場合，③量刑判断につき.考慮から除外す
べき事由が含まれていた場合，④量刑に先行する手続きに誤りがあった場合，⑤当該犯罪におけ
る違法行為の程度の違いによっても.共犯者との扱いの不均衡が正当化きれない場合等が挙げら
れる。
47 例外的に.司法長官 (AtorneyGeneral)が刑事法院による量刑をあまりにも寛大であると評価した場合に.
量刑の修正を控訴院に求めることがあるが.このときは不利益変更も可能である。但し.これは当事者による
上訴とは別の手続である。
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(四)控訴院への上訴手続
上訴を提起する場合，有罪判決または量刑から 28日以内に.上訴人は.事実審理が行われた
刑事法院に上訴の許可を求める申立てをする (CAAs18)。申立ての理由は弁護人が説明するか.
そうでなければ上訴人が自ら書面を作成する。申立ての理由に関する書面も，事実審理が行われ
た刑事法院に提出される。上訴人が勾留されている場合でも.勾留場所で書類の受け渡し等が可
能である。上訴許可の申立て及びその理由を受け取った刑事法院の事務官は，刑事上訴補助裁判
官 (Registrarof Criminal Appeals)に書類をヲ|き渡すぺ書類が仕上がっていない場合.作成
に必要な記録の謄本を請求することもできる O 有罪判決に対する上訴の場合，説示及び評決を含
む手続の記録や，証拠も入手可能である。但し入手したい書類を明確にするために，記録を取っ
ていた速記官の氏名と日時を特定する必要がある。量刑に対する上訴の場合.有罪答弁を含む訴
追記録.及び裁判官の量刑に対する意見も入手可能である。
補助裁判官の職責は.刑事法院での手続において.速記官によって作成された調書等の入手.
公判に提出された証拠及ぴ上訴に関連する情報の入手 必要なら上訴人のために代理人を任命す
ること.そして上訴審理期聞を告知することである。従って，上訴の対象となった事件に関連す
る書類は，上訴人が提出したものだけでなく.事実審裁判所の記録等も含めて控訴院の裁判官に
提出され.上訴の許否が判断される。そのために必要であれば.書類は，速記官が記録している，
刑事法院におけるあらゆる手続記録から，提出されうる。また.許可に関する判断を行う裁判官
は.必要なら.争点を明確にするために.上訴人の弁護人を呼び出すこともできる。
許可が下りた場合，補助裁判官が書類をチェックし.概要を準備し審理の期日を決定する。
また，上訴審理において上訴人に弁護人を付する許可を下し，証人となる可能性のある者を召喚
する命令を下すこともできる。事件の概要は，上訴を審理するであろう裁判官，及び姐当する弁
護人も読むことができる。上訴人は.許可を受けてから 14日以内に.検察当局に主張の概要を
提出し，検察当局は，それを受け取ってから 14日以内に.自らの主張概要を明らかにする。
審理においては.上訴人の弁護人が出廷する。上訴人自身が出廷する必要はないが，希望すれ
ば出廷は可能である。但し 身柄拘束下にある上訴人は 控訴院の裁判官の許可を要する (CAA
522(2))。上訴人が出廷していなくても.控訴院が刑罰を科す権限は損なわれない (CAA
s22(3))。
(五)新証拠の採用
控訴院は，証拠を受け取る裁量権限を有する (CAA523)。控訴院が必要であると判断すれば，
①手続に関するあらゆる書面.証拠.その他の物について提出命令が可能であり.②尋問のため
に証人を呼ぶことができ，③上訴の対象となった事実審において引用されなかったいかなる証拠
48 少なくとも 10年以上の経験を有する BarristerまたはSolicitorであり.大法官 (LordChancellor)によって
任命された者。 (SeniorCourt Act 1981 s89 (1)) 
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も採用することができる (CAA1995 s4)。従って，この権限は特に制限がない。
包し.控訴院が留意すべき要点として，①信じるに足るものであるかどうか.②上訴を認める
ための理由となり得る証拠かどうか，③上訴の対象となった事実審での手続において許容可能で
あったかどうか，④上訴の対象となった事実審での手続に提出されなかったことについて合理的
な理由があるかどうか.という点を考慮すべきとされる (CAA1995s4)。
控訴院が証拠を採用すると決めた場合，そして証人が正式起訴に基づく公判に呼べるなら.彼
は一方当事者ではなく裁判所によって呼び出されうるし，まず裁判官によって尋問され.その上
で双方当事者の反対尋問にさらされる。通常.裁判所に証拠を採用して欲しいのは上訴人である
が.裁判所が上訴人の利益に審理した証拠へ反論するため，検察側が証人を申請することもでき
る。
証拠の審理があった場合.控訴院は，証拠と事案の全状況を考慮して，有罪判決が誤りかどう
かを検討する。被告人が有罪かどうかではなく 有罪判決が正当かどうかが重要であるとされる。
上訴が認められるのであれば 再公判の命令が検討される。新証拠が上訴人の無罪を示唆してい
るのであれば.再公判には向かない。従って.その場合には端的に第一審の判決が書き換えられ
ることになるであろう。
(六)日英制度設計比較
以上.イギリスにおける刑事上訴手続を概観したが比較の第一点としては.本稿においてイ
ギリス法を取り上げる理由でもある「審級構造の類似」が挙げられるであろう。陪審員と裁判員
という相違はあるものの.第一審に市民裁判官が参加し.その判決を対象とする上訴審において
は職業裁判官のみで審理を行うという構造には.類似が認められる。但し.その「相違Jである
ところの.陪審員と裁判員という違いは，イギリス法の制度設計から示唆を得られるかどうかを
考察する際に.どのような影響を及ぼすか，検討を要すると思われる。というのは.新証拠の採
用範囲につき，現行の日本法において追加された新たな観点は.前述のように「裁判員裁判の尊
重」であり.換言すればそれは「第一審判決の尊重」である。これは，陪審制度を採用するイギ
リスの方が.むしろ強く要請されていると考えられる。従って.少なくともこの前提からは.そ
れが新証拠採用範囲の基準であろうと.採用前に越えるべきハードルであろうと，イギリスの方
が新証拠の採用制限に対する考え方は厳格であることが予測されるが，第一審に市民裁判官が参
加することの趣旨については.その相違及ぴ相違が及ぼす影響について.なお考察を要するであ
ろう。
その上で，第二点として.基本的な条文，及びそれに基づく新証拠の許容要件を比較すると.
こちらも類似していると見ることができる。新証拠の採用に関する裁量権限については，どちら
も条文で明言されており.必要性判断も同様に規定されている。範囲については.イギリスの場
合，原則的に無制限と恩われる。第一審において引用されなかった証拠でも，特に制限なく認め
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る規定が存在するためである。これは必要性判断を踏まえているので，日本における判例の立場
に近u、。
但し.ここに制限がかかるとすれば.r上訴の対象となった事実審での手続において許容可能
(admissible)であったかどうか」及び「上訴の対象となった事実審での手続に提出されなかっ
たことについて合理的な理由があるかどうか」を考慮すべきであるという規定(ともに
CAA1995 s4)を踏まえなくてはならないであろう。後者は.日本における 393条1項但書の内
容とほぼ一致する。前者は 第一審において提出していれば，許容されていたと考え得る証拠で
あることが要件であると考えられる。この点については， 日本法の解釈においては特に問題と
なっていないと思われる。判例及ぴそれに相当する第四説及び第五説においては.裁判所の必要
性判断さえクリアすれば，特に問題はないと考え得るであろう。しかしながら，その他の学説と
比較した場合.r第一審に提出したものの却下された証拠Jであっても許容する.第一説のよう
な範囲よりは，イギリス法の範囲は制限的であるように見える。ただ，第一説と比較した場合の
分析のみを以て，イギリス法における新証拠の許容範囲が，実は極端に狭いと判断するのは誤り
であろう。端的に，日本における無制限説から.r第一審に提出したが却下された証拠」を取り
除けば.イギリスにおける新証拠の許容範囲とほぼ重なると思われる。
残された問題は，前述の「第一審判決の尊重」との関連であると思われる。従来の解釈と比較
した場合.日英の制度設計は相当に類似すると思われるが.この観点を加えた上で，どのように
考察すべきかが.今後の検討課題となるであろう。しかしながら，イギリス法はこの視点を踏ま
えた上で.少なくとも条文上は，新証拠の許容範囲を広範に認めているように見受けられる。そ
こで，次項においては，第一審に市民裁判官が参加するということの趣旨に関して，若干の考察
を試みる。
三市民裁判官の参加
前述のように.日本における「従来の控訴審での新証拠の探用に閲する運用Jと，イギリスに
おける「控訴院における新証拠の取り扱いに関する制度設計」には，一定の類似性が認められる。
しかしながら，日本での現行制度において今後重要な観点となるであろう「第一審判決の尊重」
に関して.第一審に市民裁判官が参加することの趣旨が， どのように解されているかを.なお考
察しなくてはならないであろう。そこで，本項では. 日本における裁判員制度.旧法における陪
審制度，イギリスにおける陪審制度が.それぞれの控訴制度に及ぼしうると思われる影響につい
て，若干の考察を試みる。
(一)日本における裁判員制度と陪審制度
裁判員制度の目的は「司法に対する国民の理解の増進とその信頼の向上に資するJ(裁判員法
l条)ことであるとされている。文理上.第一審の判決を尊重しなければならないようには見え
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ない。従って，この観点は「第一審に市民裁判官が参加することによって」という手段を加味し
て，導かれたものであると思われる。この目的を達成する手段に.いわゆる国民の司法参加が選
ばれたということは.参加する国民に理解しやすくという意味で，第一審集中主義が強化される
のであろうし.その審理を経た判決には必然的に国民の持つ常識が反映されることが想定され
る。そのため，そのような裁判は尊重されなければならないとするのであろう 49。それにもかか
わらず控訴が制限されなかった理由は.r誤判防止」のためであると考えられる問。この「但し
控訴は制限しない」という方針によって さらにいわゆる事後審の徹底が提案されたものと思わ
れる。従って.制度趣旨という観点からは.第一審判決の尊重も.事後審の徹底も.r制度趣旨
そのもの」ではなく「制度趣旨を支えるもの」であると考え得る。
では.そもそも控訴を許さなかった旧陪審制度は. どのような趣旨を擁していたか。この点に
ついては，国民を裁判に関与させることは，裁判に対する国民の信頼を高めるものであるといわ
れており，裁判員制度と非常に似ている 51。しかし，その「信頼を高める」ということの内容は.
刑事手続の運用に対する批判としての「人権擁護」及ぴ司法の「民主化」であったとされる 520
権力の監視による誤判の防止が.国民の信頼を高めるという目的の実質的な内容であったと思わ
れる。そして，この場合の「制度趣旨を支えるもの」は，控訴の禁止であろう。これは正に第一
審判決の尊重であると考えられる。しかしながら，陪審制度における無罪率からは，その趣旨は
一定程度達成されていたという評価もあるものの 53 陪審制度自体の選択率が低かったことか
ら，信頼を高めるという目的は達成されなかったと評価される代
(ニ)イギリスにおける陪審制度
イギリスにおいて，陪審は「自由が存在していることを証明する灯火である」と言われるお。
被告人は同胞に裁かれる権利を有し，正式起訴に市民裁判官が参加するということが，民主的な
手続とされる。このような考え方は，陪審制度の歴史的経緯に由来するとされる叱かつて，国
王の特権と利益を守るための制度であったものが.その陪審の席に一般的な市民が座るように
なったことにより.権力に対峠する手段となったとされる。この趣旨は.権力の監視という考え
方が最も強いように思われる。従って.裁判所が不当な判決を下す可能性を軽減することが目的
49 但し.r誰の裁判が信頼に足るか」という問題は残る。
印司法制度改革審議会意見書 108頁。
http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/reportlikensyo/pdf.・dex.html
51 瀧川幸辰『陪審法J(日本評論社.1938年)41頁。
52 斎藤哲『市民裁判官の研究J(信山社.2∞l年)38頁。
53 東京弁護士会編集『陪審裁判旧陪審の証言と今後の課題J(ぎょうせい. 1992年)4頁以下。
M 瀧川・前掲注51.50頁以下，平野健一『裁判と上訴J(1982年.有斐閑)16頁以下。
55 John Sprack. A Practical Approach ωCrimillal Procedure (14'h ed. 2012) at 309. 
56 詳細は本項の射程を超えるため割愛するが.以下の論述においてイギリスにおける陪審制度発達の経緯に関す
る部分は.総越溢弘『裁判員制度と国民の司法参加J(2∞4年.現代人文社)を参照している。
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であったと推察される。この場合.r民主的正当性」とは，国民の持つ常識を反映させるという
よりは，権力者の恋意から同胞を守るということになるであろう 57。しかしながら，いわゆる「誤
判」を防止するための制度としては，陪審員も判断を誤る可能性がある以上，十全とは言えず.
1907年に事実問題に対する上訴が認められたとされる叱
(三)制度趣旨が新証拠の許容範囲に友ぽす影響
以上.非常に簡略ではあるが.裁判員制度.旧陪審制度.イギリスの陪審制度について.大ま
かな趣旨と控訴制度との関係を概観した。制度設計の経緯はそれぞれに異なるものの，注目すべ
き点としては「誤判防止」という観点が存在することである。これは，裁判員制度の導入に際し
でも控訴が制限されなかった理由であり.旧陪審制度及びイギリス陪審制度の趣旨でもある。し
かしながら，制度趣旨及びそれに付随する観点が，控訴審における新証拠の許容範囲に及ぼす影
響は，それぞれに異なる。
裁判員制度の場合は，誤判防止はあくまで制度趣旨ではない。従って，制度趣旨から導かれる
控訴審の態度としては.第一審判決の尊重が主であり，誤判防止は事後審の範囲内で目指すこと
になるであろう。旧陪審制度及びイギリス陪審制度の場合は，誤判防止は権力との対峠を意味す
るように思われる。但し，前者においてはそれは第一審のみで十分達成されるため，控訴は禁止
とされ，後者においては陪審による誤判も考慮して上訴を認める。
従って，裁判員制度においては控訴審の事実認定修正機能がある程度制限されることが理由
で，新証拠の許容範囲も制限される解釈が多いように思われる。しかしながら.イギリス陪審制
度においては，誤判防止のために上訴を許可するからには，事実認定の正確性を担保するために.
新証拠の採用が広範に許容されているのではないだろうか叱
四結論
裁判員制度を前提とした控訴審における.新証拠の許容範囲について，その画定のためには.
現段階では様々な要素が複雑に絡み合っており.端的に基準を示すことは困難である。しかしな
がら，本稿においては，イギリスにおける陪審制度との比較により，いくつかの示唆を得たよう
に思われる。
第一に.第一審に市民裁判官が参加し.その判決を対象とする上訴審においては職業裁判官の
57 もちろん.被告人に対して科されるであろうと予想される刑罰を軽くすることが目的ではなく.不当な扱いを
避けるには裁判官よりも国民に任せた方が.誤判防止を逮成しやすいという趣旨であると推察される。
58 平田元「イギリスにおける刑事陪審と上訴制度一一『内在的疑い(lurkingdoubt) Jを中心に一一」井戸田侃
他編『竹i畢哲夫先生古稀祝賀記念論文集誤判の防止と救済J(現代人文社. 1998年)459頁。
59 高回目白正『刑事訴訟の構造と救済J(成文堂. 1994年)135頁以下は.被告人の救済がイギリス刑事上訴の基
本理念であるとし.平田・前掲注58.455頁以下は，新証拠を加味した上訴裁判所の判断は，陪審評決を凌駕
するとする。
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みで審理を行うという，審級構造の類似である。また.日本における「従来の控訴審での新証拠
の採用に関する運用」と イギリスにおける「控訴院における新証拠の取り扱いに関する制度設
計Jには.一定の類似性が認められる。従って 日本における従来の議論に裁判員制度に由来す
る観点が追加されでも，イギリスにおける議論は既にその範囲をある程度網羅していると推察さ
れる。その上で，なおイギリス法は新証拠の取調べを広範に許容しているのである。
第二に.第一審に市民裁判官が参加することの制度趣旨ヒ控訴審における新証拠の許容範囲
の関係である。日本においては.裁判員制度の目的を達成するために第一審集中主義が強化され
るものと考え得るが.それにもかかわらず誤判防止のために控訴を制限しないという方針によ
り.事後審の徹底が提案されている。一方で.イギリスにおいては，制度趣旨に含まれる誤判防
止に関しては，裁判官による恐意的な判断が生じる可能性にとどまらず，陪審の誤判も想定し.
その修正を上訴によって可能にするために，新証拠の採用を広範に認める。控訴院における事実
認定の修正が，市民裁判官が下した判決を凌駕するものと解すれば.現在の日本における「続審
化」状態に近い。
従って.誤判防止のために控訴を制限しないのであれば差し当たり新証拠の許容範囲につい
ては.従来の議論の延長線上で考察することが可能であるように思われる。あくまで事実認定修
正機能を引き続き控訴審が担うべきであるというのであれば，そのための資料は十全であること
が望ましい。逆に，今後は第一審が担っていくのであれば.証拠は第一審に提出されたものに絞
られるべきか，差麗し判断のために新証拠を採用すべきか等が検討されなくてはならないであろ
つ。
今後の課題としては.許容範囲確定基準の考察である。この点については.前述のように様々
な学説が展開されている。事後審の徹底を推し進めるために 控訴審構造論と関連づけて範囲を
確定する説を採用したとしても，事後審の内容自体も現段階では暖昧であり.基準としての相当
性には疑問がある。そこで.今後.裁判員裁判を前提とした控訴審における新証拠の許容範囲を
考察する際には.控訴を制限しない理由であるところの「誤判の防止Jという観点から.I上訴
制度の目的」と「第一審裁判の尊重」との関係を研究する必要があるように思われる。具体的に
は，事実認定修正機能の配置に関する考察である。
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